
サブ課題D︓流域内の貯留機能を最⼤限活⽤した被害軽減の実現

達成目標と研究開発等の内容

研究開発概要：流域治水の実践的な取組の一環として、国土交通省・農林水産省をはじめとした関係府省
及び流域の関係者が連携することで、既存インフラ等を活用して流域全体としての治水効
果を最大化する。

■風水害の頻発化・激甚化により
既存の治水インフラの能⼒を上回
る危機的状況が発⽣しており、今
後も発⽣が想定される
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2024年度のサブ課題D
流域内の貯留機能を最大限活用した被害軽減の実現の研究開発の取組み

課題設定の裏付け

■流域内の利水用途も含めた既存イ
ンフラ等を最大限活用した治水効
果の最大化のためには、既存の枠
組みを超えた関係者の協働が必要

流域内の貯留・洪水調節機能と氾濫リスクの評価
流域内のインフラ等の機能を考慮した流域の氾濫リスク
の定量的な評価による事前防災の取組推進
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達成目標

■浸水ハザード評価（氾濫リスク評価）支援システムの構築
■気候変動影響を加味した全国河川流量データプラットフォームの構築

既存インフラの貯留機能を最大限発揮することを
可能とするシステムの開発

既存インフラの操作連携及び監視情報共有の手法の開発
による、流域内の状況に応じた臨機応変な対処

D-2
研究開発テーマ

水門・排水機場の緊急時操作遠隔化・自動化技術の開発
水門等の操作の遠隔化・自動化技術による確実性・
安全性向上及び操作の省⼒化、担い手確保への対応

D-3
研究開発テーマ

■水門等の操作の遠隔化・自動化技術の開発
■遠方から設備の健全度を評価・共有する技術の開発
■セキュアな通信ネットワークの構築

サブ課題D：流域内の貯留機能を最大限活用した被害軽減の実現

計画規模を超える
未経験の規模の洪水の発⽣

■国内の流域治水施策を検討・実施
するにあたって、流域全体を対象
とした氾濫リスク推定のモデリン
グや、利水用途も含めた既存イン
フラ等を連携し、治水効果を最大
化を実現するシステム、水門等の
確実性と信頼性の高い遠隔・自動
操作システムは実現していない

個々の
インフラでの
対応に限界

緊急時の水門等の
操作員の安全確保・
確実な操作に課題

コア
技術

目
標

コア
技術

目
標

コア
技術

■既存インフラの操作オプション提案及び一元監視システムの開発
■農業水利施設の貯留効果を発揮するための連携操作システム
■⻑時間アンサンブル降雨予測の高解像度化(田んぼ、ため池スケール)
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サブ課題Dの研究開発テーマ(D-1〜3)の役割と流域内の対象域

排水機場

水門
農業水利施設群

流出域 氾濫域

頭首工

利水ダム
（農業用水）

⽥んぼ

ため池

多目的ダム
(治水＋

利水)

ため池

⽥んぼ

流域内の貯留・洪水調節
機能と氾濫リスクの評価

D-１

流域を一体的に評価
（流出域＋氾濫域）

水門・排水機場の緊急時操作
遠隔化・自動化技術の開発

D-3

氾濫域 の水門・排水機場を対象

対策カード
の提案による
流出域 の貯留機能の最大化

外水氾濫を対象

既存インフラの貯留
機能を最大限発揮す
ることを可能とする
システムの開発

D-2

ダム、水門等の水利
施設群の操作を支援
（流出域＋氾濫域）

内水氾濫を対象

京都大学防災研究所，（一財）水源地環境センター，（国研）農業・
食品産業技術総合研究機構，（一財）日本気象協会，（株）ＩＨＩ

（国研）土木研究所， （国研）農業・食品産業技術総合
研究機構， 筑波大学システム情報系，（株）ＩＨＩ

（一財）国土技術研究センター， 京都大学防災研究所，
（国研）農業・食品産業技術総合研究機構，東京農工大学

コア
技術

■浸水ハザード評価（氾濫リスク評価）
支援システムの構築

■気候変動影響を加味した全国河川流量
データプラットフォームの構築

コア
技術

■水門等の操作の遠隔化・自動化技術の開発
■遠方から設備の健全度を評価・共有する技術の開発
■セキュアな通信ネットワークの構築 コア

技術
■既存インフラの操作オプション提案及び一元監視システムの開発
■農業水利施設の貯留効果を発揮するための連携操作システム
■⻑時間アンサンブル降雨予測の高解像度化(田んぼ、ため池スケール)
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事前検討・事前合意がなぜ必要か？
事前検討・事前合意と⾏動選択(治⽔効果最⼤化のための「傾向と対策」)
 洪水時の流域内の既存インフラの連携、特に「ダムの操作は高次の社会的責任が伴う」
 既存インフラ活用による治水効果最大化には「事前検討・事前合意と行動選択」が必要



サブ課題D︓流域内の貯留機能を最⼤限活⽤した被害軽減の実現

排水機場

水門
農業水利施設群

⽥んぼ

ため池

洪水の1週間前〜
事前放流等開始
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洪水に備える段階（洪水前）

流域治水推進のボトルネックと研究開発により実現する姿の例（１／２）

⻑時間アンサンブル
降雨予測の活用により

降雨が予測されない
流域のダムで
利水のバックアップ

農業用水路の
排水

流出域の⽥んぼダムの
ポテンシャル
(空き容量・効果)把握

排水機場

水門
農業水利施設群

頭首工

⽥んぼ

ため池

多目的ダム
(治水＋

利水)

①３日間でダム放流可能な量
しか治水容量が確保できない

②降雨予測が空振った場合の
利水容量のバックアップがない

流域全体での情報共有・操作連携で
①渇水リスクを抑制
②従来よりも事前放流期間を

⻑期化することで治水容量増強

洪水の３日前〜
事前放流等開始

頭首工

多目的ダム
(治水＋

利水)利水ダム
（農業用水）利水ダム

（農業用水）

早期から事前放流
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排水機場

水門
農業水利施設群

利水ダム
（農業用水）

⽥んぼ

ため池

多目的ダム
(治水＋

利水)
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流域治水推進のボトルネックと研究開発により実現する姿の例（２／２）

排水機場

水門

利水ダム
（農業用水）

⽥んぼ

多目的ダム
(治水＋

利水)

内水氾濫

内水氾濫

放流量 多

本
川
水
位
が
上
昇

情報の非共有 頭首工

頭首工

洪水中

排水できず
越水・冠水

が発⽣

上流のダム群で
本川水位上昇を
抑制したことに
より内水の排水

が可能

【上流域のダム群】
降雨予測や貯留余⼒を
踏まえて最大限に貯留

⻑時間アンサンブル
降雨予測の活用により

洪水の３日前〜
事前放流等開始

ため池

農業水利施設群

許容不可能な
冠水

本
川
水
位
上
昇
を
抑
制

降雨シナリオに応じた
氾濫リスク評価、

流域内の貯留状況に
基づく操作オプション提案

一元化された
監視情報

流域全体で貯留量が
最適配分されておらず、

ダムに余⼒があるにも関わらず
下流で氾濫が発⽣

流域内インフラ等の
貯留機能の余⼒・河川水位、

施設操作の情報を共有した上で、
操作を連携し、内外水氾濫を抑制

遠隔化・自動化
による確実な
水門等の操作

放流量 少
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河川
(本川)

排水門 農地⇒

水門を閉めて
逆流を防止する

本川からの氾濫(外水氾濫)を抑制する対策

内水氾濫を抑制する対策 検討対象

流域施設群操作オプション提案システム

検討対象
農地内で水を
コントロール

農業水利施設の貯留効果を効果的に
発揮するための連携操作システム

①治水（国交省系）および利水（農業系）連携のための課題を明確化した

特に、法令の下で責任ある操作を行わなければならないダム等の操作に予測技術を導入するに当たって
カギとなる「対策カード」の考え方については、モデル流域の検討を行うことにより固めつつある。

•どこまで流出域で貯留できるか
（本川水位の上昇防止）
•洪水時に本川水位の方が高く
なった場合に、どこまで内水域
で頑張れるか
•どのタイミングで本川水位が低
下し、内水を排除できるか

利水
（農業系） 治水

（国交省系）

利水
（農業系）
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②流域内各施設の役割のフェーズ分けを定義した
既存インフラ等の貯留機能発揮のイメージ

多目的
ダム

利水ダム
/ため池

⽥んぼダム

利水に必要な水を貯留

利水に必要な水を貯留

洪水調節容量 洪水調節(貯留)

水位回復(貯留)
水⽥の上に降った雨水を一時貯留(貯留)水稲に必要な水を貯留

事前放流

事前放流

利水のため
できるだけ貯めながら水位低下

農業用
排水施設 事前排水 水路内に貯留 水路内に貯留低平地に

集まった雨水を排水

洪水に関するフェーズ

余分な水を排除、
かんがいに必要な水位を確保 かんがいに必要な水位を確保

操作・管理の効率化

水害被害を防ぐ取組み

確実性と信頼性の高い施設操作

事前防災の取組み 水害被害を最⼩限にする取組み

早期災害復旧に向けた災害対応
渇水被害を最⼩限にする取組み

設備機器の⻑寿命化・予防保全

D-1,2

D-3

D-2,3

時間経過
平常時 洪水中

洪水初期 洪水ピーク 洪水後期

洪水リスク把握▲

洪水直後

渇水被害を最⼩限にする取組み

平常時フェーズ 洪水フェーズ前
（5〜7日前程度）

洪水直前フェーズ
(1日前程度) 洪水中フェーズ 洪水直後フェーズ洪水後期フェーズ

洪水に備える
段階

事前検討の実施
事前検討に基づく対応

流域内の多様な既存のインフラ等を効果的に連携するためには
『事前検討・事前合意と行動選択』が必須



サブ課題D︓流域内の貯留機能を最⼤限活⽤した被害軽減の実現 8

①降雨シナリオデータベース
d4PDF（地球温暖化対策に資する

アンサンブル気候予測データベース）により作成

②洪水シナリオデータベース
（基本高水のデータベース：

ダム等による流量調節なしの流出計算結果）
降雨シナリオに対してRRI流出計算等により作成

time

ra
in

時
間
分
布

ダム流入量

ピーク流量
280 m3/s

流域平均雨量
一色橋地点
流量

HPB最大イベント

降雨・洪水
シナリオ(外⼒)

操作オプション
(対策カード)

152
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3 /
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ダム

ため池

⽥んぼ

排水機場

水門

可変制御

状態監視

ON/OFF

③操作オプションデータベース
降雨外⼒に対する

操作・対応のタイムライン

D-1・D-2で
連携して作成

D-2で作成

・事前に検討
・流域関係者で

共有し、合意

のセットを既往実績に囚わ
れず大量に整理しておく

操作オプション 対策

１⃣多様な波形（時間）
２⃣多様な波形（空間）
３⃣温暖化影響

外⼒シナリオ

②-1 事前検討において検討すべき事項を整理した(外⼒シナリオと操作オプションの検討)

（コア技術）気候変動影響を加味した全国河川流量データプラットフォームの構築
D-1・D-2で
連携して作成

（コア技術）既存インフラの操作オプション提案システムの開発

①降雨シナリオ（雨の降り方） ②洪水シナリオ（河川への流出）

（コア技術）浸水ハザード評価
（氾濫リスク評価）
支援システムの構築

について、
事前に複数の操作パターンを
シミュレーション（治水効果・
利水確保）し、治水効果が高く、
利水リスクが低い操作を当該洪水
の とし、

に格納する

洪水シナリオ

操作オプション
操作オプションDB

傾向

操作オプション
(対策カード)

対象流域に起こり得る外⼒シナリオをもとに「傾向と対策」をパターン化
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台風が接近するにつれて雨量予測精度向上

5日前（誤差40%） 3日前（誤差20%） 2日前（誤差10%）8日前（誤差大）
長時間アンサンブル降雨予測
（15日間、51メンバー、

2回／日更新）

台
風
発
⽣

予測精度
の幅

操
作

方
針

予
測低

高

低

降雨予測 と似た

を探索降雨・洪水
シナリオ

降雨・洪水シナリオ、操作
オプションのデータベース

選択しなかったオプションも
次善策としてキープ（プランB）

「d4PDFと⻑時間アンサンブル
降雨予測のマッチングは世界初」

リアルタ
イム対応

予測幅が狭まるにつれて
操作オプションを絞り込み

②-2洪⽔時における事前検討結果の活用方法(操作オプション提案)を整理した

長時間アンサンブル降雨予測をもとに、
操作オプション（対策カード）を

逐次絞り込み

（コア技術）流域施設群操作オプション提案システム
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自動操作

外水氾濫
防止

内水氾濫時外水氾濫時

流れの向きを
判断して水門
の閉操作

閉鎖したままでは、
内水氾濫発⽣ 
→ 排水機場を稼働
ただし外水が高いと
排水規制
→外水がいつ下がる
かの予測情報が重要

動作環境が変動する設備の
異常を診断・予知する技術

監視信号
（開度・水位・設備状態）

制御信号

セキュアな通信ネットワーク技術

コア技術 コア技術

コア技術

遠隔監視
(遠隔操作)

水位・流向等を統合的に処理
する操作判断の認知技術

P

③コア技術の組合せによる⽔門等の操作の遠隔化・自動化にあたっての
課題解決の道筋を整理した


